
[平成２５年度設置］

　　　計画の区分：学部の学科の設置
　　　　　　　　　　　　　　　注１

産業能率大学　経営学部　マーケティング学科
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

【届出】設置に係る設置計画履行状況報告書

学校法人 産業能率大学　　　
平成２６年５月１日現在　　

　作成担当者

　　担当部局（課）名　　大学事務部

　　　職名・氏名　　事務
ジ ム

部長
ブチョウ

　冨
トミ

 田
タ

　稔
ミノル

　　　電話番号　　０３-３７０４-９９５５

　　　（夜間）　　０３-３７０４-９９５５

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０３-３７０４-１４１７

　　　ｅ－mail　TOMITA_Minoru@hj.sanno.ac.jp

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には設置時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部（平成◇◇年度より変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　※「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

　　　３　大学番号の欄については、平成２６年３月２０日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

届出

大学番号：私222　注３
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ｳｴﾉ　ｼｭﾝｲﾁ ）

上野　俊一

（平成16年4月）

（ ﾊﾗﾀﾞ　ﾏｻｱｷ ） （ ﾐﾔｳﾁ　ﾐﾅﾐ ）

原田　雅顕 宮内ミナミ
（平成16年4月）
（平成24年4月）

（平成26年4月）

（ ﾐﾔｳﾁ　ﾐﾅﾐ ）

宮内ミナミ 副学長を置かない

（平成24年4月）

（ ﾐﾔｳﾁ　ﾐﾅﾐ ） （ ｲﾜｲ　ﾖｼﾋﾛ ）

宮内ミナミ 岩井　善弘　

（平成24年4月） （平成26年4月）

（ ﾏﾂｵ　ﾀｶｼ ）

松尾　尚

（平成25年4月）

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

（３） 大学の位置

　　　　学校法人　産業能率大学

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　産業能率大学

　　　　東京都世田谷区等々力6丁目39番15号　（神奈川県伊勢原市上粕屋1573番地）

任期満了のため変更
平成26年4月1日（26）
任期に基づく直近の就任年月
から、初めて学長に就任した
年月に修正（25）

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　〒１５８－８６３０　（２５９-１１９７）

（２） 大　学　名

職　　名

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２６年度に報告する内容　→（26）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２４年度に報告済の内容　→（24）

　　　　記入してください。

副 学 長

経営学部
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科

主任

経営学部長
(副学長が兼務）

兼務していた学部長が学長就
任のため変更
平成26年4月1日（26）

副学長が学長に就任し、後任
の副学長を置かないため変更
平成26年4月1日（26）

学　　長
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　経営学部

　　ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科

　　学士（経営学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

180人 ―人 180人 ―人 人 人 人 人

1557 ― 1838 ―

(　―　) (　―　) (　―　) (　―　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 3 ] [ ― ] [ 6 ] [ ― ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

1521 ― 1773 ―

(　―　) (　―　) (　―　) (　―　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 3 ] [ ― ] [ 6 ] [ ― ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

427 ― 489 ―

(　―　) (　―　) (　―　) (　―　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 2 ] [ ― ] [ 4 ] [ ― ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

196 ― 197 ―

(　―　) (　―　) (　―　) (　―　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 0 ] [ ― ] [ 3 ] [ ― ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

(　　 　)

[ 　　　 ]

受験者数

志願者数

合格者数

（注）・　数字は，平成２６年５月１日現在の数字を記入してください。

Ｂ　 入学者数

1.08倍

[ 　―　 ]

(　― 　)

[ 　―　 ]

(　― 　)

1.09

　　　・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

　　　　　　　

備　　考
平成２７年度

Ａ　 入学定員

平成２６年度
平均入学定員

超 過 率

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２５年度 平成２８年度

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

720

人

―1804

編入学定員入学定員

設 置 時 の 計 画

修業年限

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　・　様式は，平成２３年度開設の４年制の学科の場合（平成２６年度までの４年間）ですが，開設年度・
　　　　区分ごとではありません）。

　　　　には，欄を設けてください。）

人年次人年

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　　　　考
収容定員

(　　 　)

[ 　　　 ]

1.08

2



対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　―　] [　―　] [　3　] [　―　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

196 ― 203 ―

[　―　] [　―　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

188 ―

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

[　　 ] [　 　]

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

４年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２８年度

[　― 　]

・平成26年度１年次に平成25
年度入学生の内2年次進級関
門不通過6人を､2年次にﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ学科からの転学科1人を含
む。

３年次

備　　　　　考

２年次

計
[　　　　 ][　　　　 ][　　3　 ]

１年次

（注）・　数字は，平成２６年５月１日現在の数字を記入してください。

391196

平成２６年度

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

平成２５年度 平成２７年度
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２５年度 3 人 0 人
・他の教育機関への入学・転学(2人)
・就職(1人)

平成２６年度 0 人 0 人

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２６年度 0 人 0 人

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

人 0 人 平成２８年度 人 人 ％

393 人 3 人 0.8 ％

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

主な退学理由

　　　区　分

対象年度
退学者数の
うち留学生数

平成２８年度
入学者

平成２５年度
入学者

平成２６年度
入学者

平成２７年度
入学者

退学者数

人196

入学者数（b） 退学者数（a） 退学者数（内訳）

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２６年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下第１位までを記入してください。

　　　　　ありません。）

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

人

0

（注）・　数字は，平成２６年５月１日現在の数字を記入してください。　

％

％0

％

人 0

合　　計

3 1.5

人

人

197

人
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

コミュニケーションの方法 1前 2 1

成功するプレゼンテーション 1後 2 1 兼１

レポート・論文の書き方 2前 2 兼１

1後

発想力を鍛える 1前 2 兼１

論理構築力を養成する 1後 2 兼１

図解で思考力を鍛える 2前 2 兼１

説得・交渉力を高める 2後 2 兼１

英語の基礎 1前 2 兼１

英語ⅠA 1前 2 兼５

英語ⅠB 1前 2 兼７

英語ⅠC 1前 2 兼３

英語ⅠD 1前 2 兼２

英語ⅡA 1後 2 兼５

英語ⅡB 1後 2 兼７

英語ⅡC 1後 2 兼３

英語ⅡD 1後 2 兼２

実用英語ⅠA 2前 2 兼１

実用英語ⅠB 2前 2 兼１

英会話Ⅰ 2前 1 兼１

実用英語ⅡA 2後 2 兼１

実用英語ⅡB 2後 2 兼１

英会話Ⅱ 2後 1 兼１

日本語Ⅰ 1前 2 1

日本語Ⅱ 1後 2 1

日本文学 1前 2 兼１

ことばのしくみと文化 1前 2 兼１

環境マネジメントの基礎 1後 2 兼１

人間関係の心理学 1前 2 兼１

企業と情報 1後 2 兼１

情報と社会 1前 2 1

文化を知る 1前 2 兼１

現代日本の歴史 1前 2 兼１

データで見る経済 1後 2 兼１

技術と経営 1前 2 兼１

現代社会と経済 1前 2 兼１

企業人の法律入門 1前 2 兼１

社会貢献とボランティア活動 1後 2 1 兼１

中国語Ⅰ 1前 1 兼１

中国語Ⅱ 1後 1 兼１

国際文化比較Ａ（欧米と日本） 1前 2 兼１

国際文化比較Ｂ（アジアと日本） 1後 2 1

国際情勢の理解 1後 2 兼１

国際関係史 1後 2 兼１

アジアの政治と経済 1後 2 兼１

フランス語Ⅰ 1前 1 兼１

フランス語Ⅱ 1後 1 兼１

日本の事情Ⅰ 2前 2 1

日本の事情Ⅱ 2後 2 1

国際社会の理解

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム

基
本
プ
ロ
グ
ラ
ム

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ

ジェネリックスキル
開発プログラム

現代社会の理解

専任教員等の配置

備　　考

兼任教員の都合による変更
(25)

語学力

科目区分 授業科目の名称
配当
年次

単位数

（

学
部
）

共
通

基
礎
教
育
科
目

（１） 授業科目表

＜経営学部　マーケティング学科＞

２　授業科目の概要
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

健康づくりの科学 1後 2 兼１

スポーツ実技 1後 1 兼１

シーズンスポーツＡ（スキー） 1後 2 兼２

シーズンスポーツＢ（ゴルフ） 1前 2 兼２

シーズンスポーツＣ（複合種目） 1前 1 兼１

シーズンスポーツＤ（サッカー） 1後 1 兼１

ダンス（ヒップホップ系） 1前 1 兼１

スクーバダイビング 1前 2 兼１

経営学部の学び方 1前 2 1 兼２

1

基礎ゼミⅠ 1前 2 5 1 兼１

1

基礎ゼミⅡ 1後 2 5 1 兼１

キャリアを考える 1後 2 1 1 兼３

1

２年次ゼミⅠ（キャリア設計と自己開発） 2前 2 5 1 兼１

２年次ゼミⅡ（キャリア設計と業界研究） 2後 2 4 5

キャリア設計と企業研究 3･4前 2 1

キャリア設計と自己表現 3･4後 2 1

キャリア支援特講Ⅰ 4前 2 1

キャリア支援特講Ⅱ 4後 2 1

進路支援ゼミⅠ（３年次ゼミ） 3前 2 4 5

進路支援ゼミⅡ（３年次ゼミ） 3後 2 4 5

進路支援ゼミⅢ（４年次ゼミ） 4前 2 4 5

就業力プログラム 4後 2 1 兼２

実力養成講座 2後 2 兼１

1

インターンシップⅠ 2通 4 1 1 兼２

インターンシップⅡ 3･4通 4 兼２

現代のマネジメントと産業研究 3･4前 2 兼１

日商簿記検定３級対策講座 1後 2 兼２

日商簿記検定２級対策講座 2後 2 兼１

秘書検定２級対策講座 2前 2 兼１

1

販売士３級受験講座 2後 2 1

色彩検定３級対策講座 2前 2 兼１

ビジネス能力検定２級対策講座

ビジネス能力検定３級対策講座 2前 2 兼１

2前

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰ技能士３級対策講座 2後 2 兼１

ビジネス実務法務３級対策講座 2後 2 兼１

1

計算力の強化 1前 2 兼１

会社のしくみ 1前 2 1 1 兼１

マネジメントの基礎 1後 2 1 1 兼１

「儲け」のしくみ 1後 2 兼２

財務データの読み方 1前 2 兼３

簿記入門 1前 2 兼２

マネジメントの機能と活動 2前 2 1 兼１

マーケティング 2前 2 1 3

文章力の基礎 1前 2 1 兼２

ビジネス文書の作成 1後 2 1 兼４

ビジネス文書の実務 2後 2 兼１

ビジネス企画書作成演習 2前 2 1

ビジネスマナー 1前 2 兼２

秘書の仕事 2前 2 兼１

パソコン活用スキル養成 1前 1 兼１

1

情報リテラシー 1前 2 1 1 兼５

（

学
部
）

共
通

実
務
教
育
科
目

ＰＣ活用スキル

基
本
プ
ロ
グ
ラ
ム

ビジネス基本知識

前任者の退任（短期大学へ
の異動）により、専任の教
授に担当者変更(26)

専任教員等の配置

備　　考

基
礎
教
育
科
目

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム

スポーツと
健康づくり

科目区分 授業科目の名称
配当
年次

単位数

キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
科
目

基
本
プ
ロ
グ
ラ
ム

キャリア設計

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム

キャリア支援

資格取得支援

担当教員の昇格による変更
(25)

ビジネス文書

ビジネスマナー

担当教員の昇格による変更
(25)

担当教員の昇格による変更
(25)

担当教員の昇格による変更
(25)

担当教員の昇格による変更
(25)

届出時講師を准教授に誤記
入

教授する資格内容に対応し
て科目名称変更(26)

担当者の授業時間割都合に
よる配当期変更(26)

担当教員の昇格による変更
(25)
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1

エクセル演習 1後 2 2 1 兼４

兼２

インターネットの活用 2前 2 1 兼１

Webデザイン 2後 2 1 兼１

ビジネス実務の進め方 2後 2 兼１

ワークプレイスの人間関係 2前 2 兼１

営業・販売入門 2前 2 兼１

ホテル実務の知識 2後 2 兼１

観光実務と国際マナー 2後 2 兼１

観光ビジネス 2前 2 1

色彩の基礎知識 2前 2 兼１

配色の調和と応用 2前 2 兼１

消費と文化 2後 2 兼１

ミュージック・エンターテインメント 2前 2 1 兼１

アミューズメント・ビジネス 2後 2 1 兼１

エディター養成プログラム(編集者養成講座） 2前 2 1 兼１

自由が丘イベントコラボレーション 2通 4 兼３

アーティスト・プロモーション 3･4通 2 1 兼１

マーケティング演習 2前 2 1 2

消費者の心理と行動を知る 2前 2 兼１

マーケティング戦略 2後 2 1

流通業のマーケティング 2後 2 1

サービス業のマーケティング 2後 2 1

メーカーのマーケティング 2後 2 1

ケースで学ぶマーケティング 3･4前 2 1

マーケット分析と商品企画 3･4後 2 1

マーケティングプロジェクト 3･4前 2 2

スポーツマーケティングリサーチ 3･4後 2 1

マーケティングと広告 2後 2 1

広告制作講座 3･4前 2 兼１

1

ブランド戦略 3･4前 2 兼１

広告プロモーション 3･4後 2 1

セルフマーケティング 2後 2 兼１

観光マーケティング 3･4前 2 1

スポーツマーケティング 3･4前 2 兼１

ビューティマーケティング 3･4後 2 兼１

1

フィールド調査の基礎 2後 2 1

1

調査・リサーチ活動の進め方 2前 2 1

マーケティングリサーチ 3･4前 2 1

データ分析によるビジネス提案 3･4後 2 1

1

売上データ分析の基礎 2前 2 1 1

顧客関係とマーケティング 3･4前 2 1

コンサルティングセールス 3･4後 2 1

セールスマネジメント 3･4後 2 1

ＰＣ活用スキル 授業時間割都合により、情
報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部准教授に担
当者変更(26)

基
本
プ
ロ
グ
ラ
ム

実
務
教
育
科
目

担当教員の昇任による変更
(25)

専任教員等の配置

備　　考

（

学
部
）

共
通

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム

ビジネス実務

都市型ビジネス

科目区分 授業科目の名称
配当
年次

単位数

基本

実践

フ
ィ

|
ル
ド
専
門
科
目

マーケティング
コミュニケー

ション

セールス
マーケティング

専
門
コ
ア
科
目

専任教員の担当に変更(25)

エンターティ
ンメント

マーケティング

マーケット
調査

担当教員の昇任による変更
(25)

担当教員の昇任による変更
(25)

担当教員の昇任による変更
(25)

マ
ー

ケ
テ
ィ

ン
グ
学
科

専
門
教
育
科
目

基
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

ミクロ経済学 2前 2 兼１

マクロ経済学 2後 2 兼１

日本の金融のしくみ 2前 2 兼１

日本の経済のしくみ 3･4前 2 兼１

現代の経営と管理 2後 2 兼１

兼１

企業と環境 2後 2 1

中小企業の経営を考える 2後 2 兼１

マネジメント思想の発展系譜 3･4前 2 兼１

ＮＰＯのマネジメント 3･4後 2 1

中国のビジネス 3･4前 2 1

経営戦略 3･4前 2 1 兼１

経営戦略の立案と実施 3･4後 2 兼１

ビジネスモデルのケース研究 3･4後 2 兼１

イノベーションと新規事業創造 3･4後 2 兼１

産業心理学 2前・後 2 兼１

経営組織の基礎 2前 2 兼１

組織と人間行動 2前 2 兼１

人材開発 2後 2 1

1

人的資源管理 3･4後 2 兼１

経営組織のデザイン 3･4後 2 兼１

簿記応用 2前 2 兼１

工業簿記 2前 2 兼１

ベンチャーファイナンス 2前 2 兼１

ケースで学ぶ経営分析 3･4後 2 兼１

企業調査の方法 3･4後 2 兼１

企業の提携と買収 3･4前 2 兼１

管理会計 3･4後 2 兼１

財務管理 3･4後 2 兼１

メーカーの仕事 2前 2 兼１

物流の仕事のしくみ 2前 2 1

生産管理 3･4後 2 兼１

物流戦略 3･4前 2 1

会社法入門 2前 2 兼１

ビジネス実務法務 2前 2 兼１

企業税務の知識 3･4前 2 兼１

中小企業のための予防法務 3･4後 2 兼１

科目

授業時間割都合により、経
営学部ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科の教授に
担当者変更(26)

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　考

必　修 選　択 自　由 計 必　修 選　択 自　由 計

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

　　　　で，前年度報告時（平成２５年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

155 4 177
18 155 4

科目区分 授業科目の名称
配当
年次

単位数 専任教員等の配置

備　　考

（

学
部
）

共
通

専
門
教
育
科
目

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム

経
営
理
論
科
目

法務

経済

経営

経営戦略

組織･人事

平成24年6月
担当教員死亡による変更
(25)

財務・会計

生産・物流

（２） 授業科目数

（注）・　未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入する（資格に関する課程など，

　　　　からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　

　　　　別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，［　］内に，届出時の計画

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

18
177

[　0　] [　0　] [　0　] [　0　]
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

１ 該当なし

２

３

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ 該当なし

２

３

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（３） 未開講科目

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

該当なし

＝ 0.00
未開講科目と廃止科目の計

設置時の計画の授業科目数の計

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（４） 廃止科目

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　知方法」を記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

9



備考

第４年次 第５年次 第６年次

1，318千円 1,000千円 1，000千円 1,000千円 ― 千円 ― 千円

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次

設備購入費 15，350千円 32，410千円 106,190千円

・開設前年：必要性検証の
結果、洋雑誌電子ｼﾞｬーﾅﾙ
1件の導入取止め（25）。
・開設年度：必要性検証の
結果、洋雑誌の購入削減
（25）。
共同研究費は大学全体
図書購入費･設備購入費は
現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科と共用
図書購入費には電子ｼﾞｬｰﾅ
ﾙ・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備費(運用
ｺｽﾄ含む）を含む

(８) 教員１人当り研究費等 400千円 400千円 図書購入費
14,004千円
16,004千円

14,604千円
16,004千円

16,004千円

7，000千円

区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 7,000千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、手数料収入　等

完成年度

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要 大学全体

自由が丘産能短期大学
と共用3,165㎡ テ ニ ス コ ー ト 5 面 ビ ー チ バ レ ー コ ー ト 2 面

・座席数を見直した結果３
席減（25）。

6,343㎡
555
558

458,000

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

（　3　〔　0　〕）
（　4　〔　1　〕）
（　5　〔　2　〕）

（　723　） （　353　） （　 0　 ）

（　 0　 ）

計

149,584〔22,992〕　 1,357〔 273 〕　
3〔　0　〕
4〔　1　〕
5〔　2　〕

741 353 0

（146,500〔22,941〕） （1,357〔 273 〕）

（1,357〔 273 〕）
（　3　〔　0　〕）
（　4　〔　1　〕）
（　5　〔　2　〕）

（　723　） （　353　）

点 点

経営学部
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科

149,584〔22,992〕　 1,357〔 273 〕　
3〔　0　〕
4〔　1　〕
5〔　2　〕

741 353 0

（146,500〔22,941〕）

必要性再検証の結果、洋
雑誌電子ｼﾞｬーﾅﾙの導入見
送り（26）

必要性検証の結果、洋雑
誌電子ｼﾞｬーﾅﾙ1件の導入
見送り（25）

図書･設備は現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学
科と共用。

(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕 点

視聴覚資料 機械・器具 標　　本

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌

(４) 専任教員研究室
室 室　　　　　　数

経営学部　マーケティング学科 14 室

情報処理学習施設 語学学習施設 ・一部教室等の用途変更
（26）。
・併設短大定員減のため短
大専用を共用に変更及び
一部教室等の用途変更
（25）。
大学全体
自由が丘産能短期大学と
共用

26室
24室

36室
39室
37室

8室
9室

56室
46室

2室

（補助職員　0人） （補助職員  0人）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室

計 ・一部施設の用途変更
（26）。
・併設短大定員減のため短
大専用を共用に変更及び
一部施設の用途変更
（25）。
自由が丘産能短期大学と
共用

39,110㎡
39,073㎡
39,009㎡

19,296㎡
19,271㎡
17,474㎡

3,101㎡
4,874㎡

61,507㎡
61,445㎡
61,357㎡

（39,073㎡）
（39,009㎡）

（  19,271㎡）
（　17,474㎡）

（3,101㎡）
（4,874㎡）

(61,445㎡)
（61,357㎡）

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

4,377㎡

合　　　計
126,778㎡
138,989㎡

19,139㎡ 1,224㎡
147,141㎡
159,352㎡

そ　の　他 3,713㎡ 664㎡ 0㎡

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
53,837㎡
66,170㎡

8,908㎡

運動場用地
69,228㎡
69,106㎡

9,567㎡

小　　　計
123,065㎡
135,276㎡

18,475㎡

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計 ・校舎敷地及び運動場用地
は、湘南ｷｬﾝﾊﾟｽで新東名
高速道路建設に伴い、中日
本高速道路株式会社に一
部売却のため面積減少。た
だし、同運動場用地では登
記簿面積再確認の結果、
未算入面積があり、これを
加え、結果として増加となっ
た（26）。
自由が丘産能短期大学と
共用
借用面積　1,893㎡
借用期間　10年

1,224㎡
63,969㎡
76,302㎡

0㎡
78,795㎡
78,673㎡

1,224㎡
142,764㎡
154,975㎡

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その
　　　　理由及び報告年度「（26）」を「備考」に赤字で記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。
　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

３　施設・設備の整備状況，経費

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用

　　　・「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２６年５月１日現在の数値を記入してください。
　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。
　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）
　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

10



大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

情報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部

　現代ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 4 330 ― 1,290 学士 1.17 昭和54 神奈川県伊勢原市

（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）
年度 上粕屋1573番地

　現代ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 3年次 学士

　　通信教育課程 4 500 1,000 4,000
（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

0.44 平成7 同上

年度

経営学部

　現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 4 300 ― 1,180 学士 1.22 平成12 東京都世田谷区

（経営学）
年度 等々力6丁目39番15号

　ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科 4 180 ― 360 学士 1.08 平成25 同上

（経営学）
年度

総合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科

　総合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 2 50 ― 100 修士 0.74 平成4 神奈川県伊勢原市

(経営管理）
年度 上粕屋1573番地

修士

（情報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

能率科第Ⅰ部 2 ― ― ― 短期大学士 ― 昭和40 平成26年度

(能率）
年度 より学生募集

停止（第Ⅰ部）

能率科第Ⅱ部 2 ― ― ― 短期大学士 ― 昭和25 平成24年度

(能率）
年度 東京都世田谷区 をもって廃止

等々力6丁目39番15号 （第Ⅱ部）

平成24年度

より学生募集

停止（第Ⅱ部）

能率科通信教育課程 2 1,500 ― 3,000 短期大学士 0.85 昭和38
(能率）

年度

４　既設大学等の状況

　産　業　能　率　大　学

　自　由　が　丘　産　能　短　期　大　学
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　　　・　「平均定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　については，記入する必要はありません。）

　　　　大学院においては専攻単位で記入してください。

　　　・　大学，短期大学においては学科単位（短期大学において専攻課程を置くときは専攻課程単位），

　　　・　学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員と収容定員は「－」とし，「備考」に「平成

　　　　○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　平均の小数点第２位まで（小数点第３位を切り捨て）を，学科（短期大学において専攻課程を設置

　　　　している場合には，専攻課程）単位で記入してください。

（注）・　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２６年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。（ただし，専攻科に係るもの
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時 該当なし

（２４年６月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 該当なし

（２５年５月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（□□年□□月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（●●年●●月）

６　留意事項に対する履行状況等

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は寄附行為変更

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況は，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。

　　　　の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，具体的に記入し，

　　　　報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項に対する

　　　　してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

特記事項なし

　(4)学外ＦＤ研修会

　(1)教員相互の授業参観：新規開設科目、複数クラス科目、新任教員が担当する科目等を、科目主務者（クラス別に複
　 　数担当者がいる授業科目の責任者）、ＦＤ委員会委員等が参観し、参観者のコメント等から授業改善を図る。
　(2)授業評価アンケート：下記③参照。
　(3)学内ＦＤ研修会：専任教育全員を対象とし、教員の資質･能力向上のための講演会、研究発表会等を開催する。
　(4)学外ＦＤ研修会：教育開発研究所の研究員を中心に、ＦＤに関連する様々なシンポジウムや学会に参加し、情報収
　 　集を行う。
　(5)授業改善や教育方法改善に係る調査･検討：授業参観及び授業評価の他に、ＦＤ委員会に学長から諮問された課題
　 　について、ＦＤ委員会で調査･検討を行い、結果を学長に答申する。

　ｃ　委員会の審議事項等

    ＦＤ委員会：学長の諮問を受けて授業評価及びＦＤ施策に関する当該年度の具体的な実施案を審議し、学長に答申
  　　　 　　   する。
    教育開発研究所：ＦＤ活動の推進と支援「産業能率大学 教育開発研究所規程」第２条（３）より。

　ｂ　実施方法

　(5)授業改善や教育方法改善に係る調査･検討

　ａ　委員会の設置状況

    本大学における教員の資質の維持向上の方策は、学長諮問委員会であるＦＤ委員会（平成14年度から設置）と大学
　付属施設である「教育開発研究所（平成20年4月から設置）」が協力・連携して組織的に推進している。
　  ＦＤ委員会は、専任教員全体に係るＦＤ活動の施策について審議･検討を行い、また、授業参観結果及び授業評価結
  果の検証や授業改善や教育方法の改善に係る調査・検討も行っている。
  　教育開発研究所は、ＦＤ委員会と協力・連携して具体的なＦＤ活動を実施し、年報（年1回発刊）により、その成果
  を公開している。
　  また、本大学では上記に加えて、大学院と通信教育課程でも、大学院情報マネジメントコース委員会、大学院マネ
  ジメント大学院コース委員会（平成26年度から経営管理・税務マネジメントコース委員会）、通信教育教学委員会で
  審議･検討された、それぞれの課程独自のＦＤ活動(研修会の実施等）も実施している。
   【添付資料】　（ｱ）産業能率大学 学長諮問委員会規程、（ｲ）産業能率大学 教育開発研究所規程

　(3)学内ＦＤ研修会

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

    ＦＤ委員会    ：平成２５年度　８回開催   　 委員数９人（毎回ほぼ全員出席）
                    平成２６年度　10回開催予定　委員数９人
    教育開発研究所：平成２５年度　研究員数８人
                    平成２６年度  研究員数７人

　ａ　実施内容

７　その他全般的事項

＜経営学部　マーケティング学科＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

①　実施体制

　(1)教員相互の授業参観

　(2)授業評価アンケート

②　実施状況
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　  ＦＤ委員会でアンケート結果を集計（グラフ化も行う）し、各授業担当教員にフィードバックを行う。各授業担当
  教員はその結果をもとに学生へのコメントを作成し学生に対してフィードバックを行う。その結果について教員及び
  学生は大学内ネットワークの認証を経て閲覧できる大学のホームページで見ることができる。また、毎年度の授業評
  価は、教育開発研究所の年報（年1回発刊）で実施結果をまとめ公表している。その内容は大学のホームページでも一
  般に公開している。

　  本大学では、ＦＤ活動の積極的推進を大学の重点活動項目のひとつとして掲げ、ＦＤ委員会と教育開発研究所が協
  力･連携して、全学的に推進･展開している。教員相互の授業参観、授業評価、ＦＤ研修会での意見交換他から情報を
  吸い上げ、授業改善へのフィードバックにつながる仕組みができており、有効に機能していると考えている。また、
  全専任教員を対象としたＦＤ研修会と大学院及び通信教育課程それぞれで開催しているＦＤ研修会では、毎回ほとん
  どの教員が出席しており、教員のＦＤ活動に対する意識も高いものと自負している。平成26年度においても、ＦＤ活
  動を一層積極的に展開し、本学教員の資質と能力の向上と授業改善を進めて行く計画である。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

  (1)教員相互の授業参観：平成25年度では前学期30科目（39ｸﾗｽ）、後学期32科目（45ｸﾗｽ）で授業参観を実施した。
　(2)授業評価アンケート：下記③参照。
　(3)学内ＦＤ研修会：平成25年度実績
　　ア．専任教員全員を対象とする研修会
　　　第1回　平成25年07月05日（金）18：00～18：45　参加教員73人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第2回　平成25年09月10日（火）13：30～15：30　参加教員72人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第3回　平成25年10月18日（金）17：30～18：30　参加教員72人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第4回　平成25年11月15日（金）17：20～17：50　参加教員71人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第5回　平成25年12月13日（金）17：20～18：00　参加教員73人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第6回　平成26年01月24日（金）17：00～17：40　参加教員72人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第7回　平成26年02月21日（金）17：50～18：15　参加教員69人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第8回　平成26年03月07日（金）13：00～14：30　参加教員73人　於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　イ．大学院（コース別に大学院担当の専任教員及び兼任教員を対象とする研修会）
　　　マネジメント大学院コース
　　　第1回　平成25年07月13日（土）14：00～16：20　参加教員05人　於：代官山ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第2回　平成25年08月31日（土）16：00～17：20　参加教員07人　於：代官山ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　情報マネジメントコース
　　　第1回　平成25年09月10日（火）10：00～11：30　参加教員12人　於：東京ﾕﾋﾞｷﾀｽ協創広場
　　　第2回　平成26年02月20日（木）14：00～14：45　参加教員14人　於：湘南ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　ウ．通信教育課程（通信教育課程担当の専任教員及び兼任教員を対象とする研修会）
　　　第1回　平成25年09月20日（金）13：00～15：15　参加教員03人  於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第2回　平成25年09月27日（金）14：00～16：30　参加教員07人  於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
      第3回　平成25年09月29日（日）14：00～16：30　参加教員07人  於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　　　第4回　平成26年03月29日（土）13：00～16：00　参加教員127人 於：自由が丘ｷｬﾝﾊﾟｽ
　(4)学外ＦＤ研修会：平成25年度は、17件のシンポジウムや学会に延べ19人の教員が参加した。
　(5)授業改善や教育方法改善に係る調査･検討：平成25年度の学長諮問事項(取組んだ課題）
　　・大学IRコンソーシアム実施調査結果検討と教育の質保証に関する検討
　　・学生生活に関する調査（学習に関する調査部分)項目の検討と実施、調査結果の分析と経年比較
　　・学生生活に関する調査結果に見られる教育課題の検討
　　・卒業時アンケートの実施案の策定と実施

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　年2回（前学期・後学期）、授業の最終週に原則全ての科目で実施している。
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　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２６年６月までを予定　）

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　ａ　公表（予定）時期

③　認証評価を受ける計画

    平成２５年度に認証評価機関(日本高等教育評価機構）による、本学として２回目(１回目は平成１８年度に実施）
  の認証評価を受け、平成２６年３月１１日付で適格認定を受けた。次回については、今後学内で検討のうえ決定す
  る。

　　・平成２７年９月１日　公表予定。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

②　自己点検・評価報告書

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　ｂ　公表方法

　　・自己点検・評価報告書を刊行し、文部科学省、教育関係機関等（9機関：平成25年度実績）へ送付する。
　　　また、大学の自由が丘キャンパス図書館及び湘南キャンパス図書館に設置し、自由な閲覧が可能な状態とする。

    ・大学ホームページ上に公開予定（平成２７年度中を予定）

　・　マーケティング学科開設２年目を迎え、設置の趣旨・目的を達成するための２年次の教育体制、カリキュラムの
　　遂行計画が整い、順調に２年目のスタートを開始した状況である。
　・　学生の受入れについては、入学定員１８０人に対し志願者１,８３８人で、昨年の１,５５７人を２８１人上回っ
　　た。アドミッションポリシーにもとづく入学者選抜を実施し、１９７人の新入生を受入れ入学定員を充足した。入
　　学定員超過率は１．０９倍であった。
　・　マーケティング学科設置初年度の平成25年度においては、アカデミック・アドバイザー(マーケティング学科１年
　　生を７クラスに分け、専任教員７名が各クラスを担当）の体制を整え、オリエンテーションキャンプ（４月）、
　　「基礎ゼミⅠ」（前学期）、「基礎ゼミⅡ」（後学期）を通じて、企業とタイアップした通期一貫の段階的・形成
　　的なマーケティング演習を行い、２年次からのマーケティング専門科目へのアカデミックな興味の醸成を図った。
　　また、科目主務者のリードにより、共通教材とレクチャーノートを用意し、期中に教員間の意見交換を実施するこ
　　とで、質・量的にばらつきのない平準的な授業運営を担保した。
  　  ２年次以降の専門教育科目を効果的に受講するための基礎的な素養については、基礎教育科目群によるジェネ
　　リックスキルの向上、実務教育科目群によるビジネスマナーや情報リテラシーの修得、キャリアデザイン科目群の
　　履修による自己分析と外部環境の理解を図った。
　・　平成26年度においては、新入生の履修指導は、入学時のオリエンテーションガイダンスやオリエンテーシンキャ
　　ンプ（一泊二日の合宿研修）をつうじて、マーケティング学科の設置の趣旨等の学生への浸透を図り、また、学生
　　に配付した履修要項（ANGLE)や系統的学修ガイド（学びのNavigator）により、ディプロマ・ポリシー、カリキュラ
　　ム・ポリシー、今後４年間にわたる系統的な学修計画の説明・指導を行った。
　　　学生個別の履修指導は、アカデミック・アドバイザー(専任教員が学生ひとりひとりを担当し、学修に関する指
　　導・助言を行う制度）により、２年生は７クラス、1年生は８クラス（内１クラスは進級関門不通過者対象）の体制
　　を整え、前学期履修登録に際して、きめ細かな助言・指導を行った。アカデミック・アドバイザーは、卒業次まで
　　毎年度ごとに設け、担当学生の履修状況と成績を把握し、個別面談により助言・指導を行う計画を進めている。

　　　　いて記入してください。

 

（３） 自己点検・評価等に関する事項

    ※自己点検・評価報告書は2年に1度刊行。平成25・26年度の自己点検・評価結果をまとめて刊行する。
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【添付資料】 

 

(ア) 産業能率大学 学長諮問委員会規程 

(イ) 産業能率大学 教育開発研究所規程 

 

 

 

 

 



産業能率大学 学長諮問委員会規程 

（目的） 

第１条 本規程は、産業能率大学学則第７０条（委員会）の規定に基づき、産業能率大学（以

下、「大学」という）の学長諮問委員会について定める。 

 

（学長諮問委員会） 

第２条 本大学に学長の諮問機関として次の委員会を置く。 

    （１）教学委員会［各学部］ 

    （２）カリキュラム委員会［各学部］ 

    （３）入試委員会 

    （４）ＦＤ委員会 

    （５）奨学金授与者選考委員会 

    （６）学生賞罰委員会 

    （７）通信教育教学委員会 

    （８）情報システム運営委員会 

    （９）ＳＤ推進委員会 

  ２ 前項に定めるほか、常勤理事会の承認を得た上で、必要に応じて臨時の委員会を置

くことができる。 

 

（委員長および委員の任命） 

第３条 各委員会の委員長及び委員は、専任教員および事務職員の中から、常勤理事会で選

任し、理事長が委嘱する。 

  ２ 期間中に委員の変更があった場合は、前項に定める手続きを経て、残存期間につき

後任者を理事長が委嘱する。 

 

（教学委員会） 

第４条 各学部に置く教学委員会は、学長の諮問をうけて当該学部の教学制度や教学運営に

関する事項を審議し、学長に答申する。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 前項の定めにかかわらず、各教学委員会に副委員長を置くことができる。 

  ４ 委員長、副委員長及び委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

  ５ 委員会の事務局は、大学事務部教務課とする。 

 

（カリキュラム委員会） 

第５条 各学部に置くカリキュラム委員会は、学長の諮問をうけて当該学部のカリキュラム
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に関する事項を審議し、学長に答申する。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 前項の定めにかかわらず、各カリキュラム委員会に副委員長を置くことができる。 

  ４ 委員長、副委員長及び委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

  ５ 委員会の事務局は、大学事務部教務課とする。 

 

（入試委員会） 

第６条 入試委員会は、学長の諮問をうけて大学の当該年度の入学試験実施運営、試験問題

の調整に関する事項および入試に関する計画や課題について審議し、学長に答申す

る。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 委員長及び委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

  ４ 委員会の事務局は、入試企画部入試センターとする。 

 

（ＦＤ委員会） 

第７条 ＦＤ委員会は、学長の諮問をうけて授業評価およびＦＤ施策に関する当該年度の具

体的な実施案について審議し、学長に答申する。なお、ＦＤ施策については、常勤

理事会の諮問委員会である大学改革推進委員会からの企画提案によるものとする。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 委員長及び委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

  ４ 委員会の事務局は、大学事務部教務課とする。 

 

（奨学金授与者選考委員会） 

第８条 奨学金授与者選考委員会は、学長の諮問をうけて奨学金･授業料減免の授与候補者を

選考し、学長に答申する。 

  ２ 前項のほか、奨学金又は授業料減免に関して学長から諮問をうけた事項について審

議の上、答申する。 

  ３ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ４ 委員長及び委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

  ５ 委員会の事務局は、大学事務部学生サービスセンターとする。 
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（学生賞罰委員会） 

第９条 学生賞罰委員会は、学長の諮問をうけて学生の賞罰について審議し、学長に答申す

る。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 委員長及び委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

  ４ 委員会の事務局は、大学事務部学生サービスセンターとする。 

 

(通信教育教学委員会) 

第10条 通信教育教学委員会は、学長の諮問をうけて通信教育における教学に関する事項を

審議し、学長に答申する。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 委員長および委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ４ 委員会の事務局は通信教育事務部とする。 

 

(情報システム運営委員会) 

第11条 情報システム運営委員会は、学長の諮問をうけて情報教育ネットワーク（以下「SIGN」

という）の構成に関する事項、SIGNの利用に関する事項、SIGN利用者間の協議調整

を要する事項、および、SIGNの運用規則や取り決めに関する事項を審議し、学長に

答申する。 

  ２ 委員会の構成は、次の通りとする。ただし、委員長または委員に情報センター長が

加わるものとする。 

    （１）委員長       １名 

    （２）委  員       ４～８名 

  ３ 委員長および委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ４ 委員会の事務局は大学事務部情報サービスセンターとする。 

 

（ＳＤ推進委員会） 

第12条 ＳＤ推進委員会は、学長の諮問をうけて職員教育研修規程第４条（５）専門教育の

趣旨にもとづき、大学事務部および通信教育事務部事務職員の管理運営や教育・研

究支援までを含めた資質向上のための組織的な取組み（スタッフ・ディベロップメ

ント：「ＳＤ」という。）に関する当該年度の具体的な取組案について審議し、学

長に答申する。 

  ２ 前項の答申結果に基づき、当該年度に１回以上のＳＤに係る研修会等を実施し、そ
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の成果を学長に報告する。 

  ３ 委員会の構成は、次の通りとする。 

    （１）委員長 

         大学事務部長 

    （２）副委員長 

       通信教育事務部長 

    （３）委  員 

          大学事務部および通信教育事務部の全課長職 

  ４ 委員会にはアドバイザーとして、ＦＤ委員長が出席することができる。 

  ５ 委員会の事務局は、大学事務部管理課とする。 

 

（臨時の委員会） 

第13条 臨時の委員会の構成および運営方法等については、他の委員会に準じて定める。 

 

（審議結果の学長への答申） 

第14条 各委員会の委員長は、委員会で審議した内容について、成案を得た場合にはすみや

かに学長へ答申を行わなければならない。なお、成案を得る過程においても学長お

よび担当理事に対して、適切に報告を行わなければならない。 

 

（学長への答申結果の採否） 

第15条 答申結果の採否については、稟議規程等、規程の定める手続に基づいて、決定する

ものとする。 

 

（委員会の議事録） 

第16条 各委員会の審議内容について、委員会開催後５日以内に議事録を作成しなければな

らない。議事録の書記は、各委員会事務局とする。 

  ２ 議事録原本の保管は、各委員会とも、大学事務部教務課が行い、保管期間は５年間

とする。 

  ３ 議事録は当該議事の審議に参加した委員全員が押印するものとする。 

 

 

附 則 

この規程は、１９８０年４月９日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、１９８７年４月１日から施行する。 

２ 「入試委員会」と「入試問題作成委員会」は、１９８７年度で廃止する。 

附 則 

この規程は、１９９０年４月１日から施行する。 
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附 則 

この規程は、１９９２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、１９９３年５月１２日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、１９９９年４月１日から施行する。 

２ ｢入試委員会｣「通信教育教学委員会」を設ける。また「人事委員会」は「教員資格審査

委員会」に名称変更する。 

附 則 

この規程は、１９９９年４月２０日から施行する。 

附 則 

この規程は、２０００年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２００１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２００２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、２００３年４月１日から施行する。 

２ 「システム検討委員会」を「情報システム運営委員会」に統合する。 

３ 「大学院委員会」を廃止する。 

附 則 

この規程は、２００３年５月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２００４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２００７年１１月８日から施行し、２００７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、２０１３年４月１日から施行する。 

 

（基本規程）産業能率大学学則 

 



産業能率大学 教育開発研究所規程 

（目的） 

第１条 本規程は、産業能率大学学則第８条第２項の規定に基づき、産業能率大学教育開発

研究所について定める。 

 

（教育開発研究所） 

第２条 教育開発研究所（以下「研究所」という。）は、実践的な教育の質的向上に向けた

教育研究およびＦＤ活動の推進と支援を行って、その成果を本学の学生教育に還元

するとともに、わが国におけるマネジメント教育の発展に資することを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条 研究所は、第２条の目的を達成するために、次の活動を行う。 

 （１）実践的な教育の質的向上に向けた調査・研究 

 （２）教授法、教材、教育プログラムおよび学習環境の検討・企画・提案 

 （３）ＦＤ活動の推進と支援 

 （４）学習支援、学力向上に関する調査・研究・活動支援 

 （５）大学の教育研究活動に関する発表、出版、情報発信 

 （６）その他、研究所の目的達成のために必要な活動 

 

（重要事項の審議） 

第４条 研究所の運営方針、活動計画、予算、人事などの重要事項については、所長ほか関

係者の意見を聴取した上で、常勤理事会で決定する。 

 

（所長） 

第５条 研究所に所長を置く。所長は、所務を統括する。 

  ２ 所長は、常勤理事会で選任し、理事長が委嘱する。 

  ３ 所長の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（研究員） 

第６条 研究所に研究員を置く。 

  ２ 研究員は、学部専任教員の中から所長の推薦に基づき、関係者の意見を徴し、常勤

理事会で選任し、理事長が委嘱する。 

  ３ 研究員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ４ 常勤理事会の決議により学部専任教員以外の者を研究員または客員研究員とするこ

とができる。 

  ５ 客員研究員については、「産業能率大学付属施設客員研究員内規」に別途定める。 
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（研究生） 

第７条 研究所に研究生を置くことができる。 

  ２ 研究生については、「産業能率大学付属施設研究生内規」に別途定める。 

 

附 則 

この規程は２００８年４月１１日から施行し、２００８年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は２００８年１０月２日から施行する。 

 

 (基本規程) 産業能率大学学則 

（関連規程） 産業能率大学附置研究所客員研究員内規 

       産業能率大学附置研究所研究生内規 
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